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平成 19 年 ３ 月期  個別中間財務諸表の概要       平成 18 年 11 月 14 日 

上 場 会 社 名          ヒラキ株式会社                  上場取引所 東  
コ ー ド 番 号             ３０５９                              本社所在都道府県 兵庫県 
（ＵＲＬ  http://company.hiraki.co.jp ） 
代  表  者 役職名 代表取締役     氏名 野崎 誠 
問合せ先責任者 役職名 取締役経営企画室長 氏名 岡崎 守隆    TEL (078)969－3090 
決算取締役会開催日 平成 18 年 11 月 13 日            配当支払開始日 平成 －年 －月 －日
単元株制度採用の有無            有(１単元 100 株) 
 
１． 18 年９月中間期の業績(平成 18 年４月１日～平成 18 年９月 30 日) 
(1) 経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

12,458 
11,966 

（4.1） 433
555

（△22.1） 342 
522 

（△34.5）

18 年３月期 23,839 1,006 1,030 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

201 
555 

（△63.8） 
 

46 
1,004 

23 
25 

18 年３月期 645  1,156 36 

 
 

 (注)①期中平均株式数    18 年９月中間期  4,352,000 株  17 年９月中間期  552,656 株   18 年３月期   548,340 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

13,903 
15,432 

 
 

2,894
2,557

20.8  
16.6  

665 
4,701 

21
74

18 年３月期 13,717  2,653 19.3  4,857 58
(注)①期末発行済株式数  18 年９月中間期  4,352,000 株 17 年９月中間期  544,000 株   18 年３月期   544,000 株 
  ②期末自己株式数   18 年９月中間期   688,000 株 17 年９月中間期   86,000 株   18 年３月期    86,000 株 

 
２．19 年３月期の業績予想(平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日) 

 売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通   期 24,680  1,020 585  

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  116 円  07 銭 
 
(注)１株当たり予想当期純利益（通期）につきましては、当中間期の期末発行済株式数 4,352,000 株に、「（重要な後発事象）」

に記載しております自己株式の処分による株式の売出し 688,000 株を加えた株式数に基づき算出しております。 
 
３．配当状況 
・現金配当 1 株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

18 年３月期 ― 50.00 50.00 

19 年３月期（実績） ― ―  

19 年３月期（予想） ― 25.00 25.00 
(注)平成 18 年８月１日をもって普通株式１株を８株に分割いたしました。 

 

※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

上記業績予想につきましては、現時点において入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要

素を含んでおります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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(1) 中間貸借対照表 

 
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成 18 年９月 30 日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金 ※４ 2,015,405 1,073,540  1,037,455 

２ 受取手形 15,077 16,976  20,537 

３ 売掛金 ※２ 1,100,382 1,285,234  1,387,679 

４ 営業貸付金 ※３ 267,975 1,112,640  419,378 

５ たな卸資産 4,848,118 5,000,806  5,220,717 

６ その他 ※５ 250,904 340,204  318,151 

貸倒引当金 △49,322 △141,034  △81,404 

流動資産合計  8,448,541 54.7 8,688,368 62.5  8,322,516 60.7

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１    

(1) 建物 ※４ 2,993,569 2,248,310  2,285,322 

(2) 土地 ※４ 3,076,169 1,816,831  1,816,831 

(3) その他 292,972 310,433  337,057 

有形固定資産合計  6,362,711 4,375,574   4,439,211

２ 無形固定資産  93,848 305,432   323,821

３ 投資その他の資産    

(1) その他 527,654 534,654  632,219 

貸倒引当金 － △59  － 

投資その他の資産合計  527,654 534,595   632,219

固定資産合計  6,984,214 45.3 5,215,603 37.5  5,395,252 39.3

資産合計 15,432,756 100.0 13,903,971 100.0 13,717,768 100.0
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成 18 年９月 30 日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％)

 (負債の部)       

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  1,041,746 1,211,923  1,256,616 

２ 短期借入金 ※４ 1,800,000 500,000  1,500,000 

３ 一年以内返済予定の 

長期借入金 
※４ 1,986,127 2,708,345  1,712,296 

４ 未払金  － 854,671  949,364 

５ 未払法人税等  216,738 90,616  185,080 

６ 賞与引当金  132,822 144,427  125,487 

７ ﾎﾟｲﾝﾄｶｰﾄﾞ引当金  17,085 24,275  32,031 

８ その他 ※５ 875,510 79,323  136,750 

流動負債合計   6,070,030 39.3 5,613,583 40.4  5,897,628 43.0

Ⅱ 固定負債     

１ 社債 ※４ 200,000 200,000  200,000 

２ 長期借入金 ※４ 6,439,768 5,106,196  4,821,504 

３ 退職給付引当金  33,984 30,171  28,859 

４ その他  131,226 59,025  115,853 

固定負債合計   6,804,979 44.1 5,395,394 38.8  5,166,217 37.7

負債合計   12,875,010 83.4 11,008,977 79.2  11,063,845 80.7

     

(資本の部)     

Ⅰ 資本金   431,000 2.8 － －  431,000 3.1

Ⅱ 資本剰余金     

  資本準備金  151,000 －  151,000 

   資本剰余金合計   151,000 1.0 － －  151,000 1.1

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  100,000 －  100,000 

２ 任意積立金  1,370,000 －  1,370,000 

３ 中間（当期）未処分利益  718,889 －  809,362 

利益剰余金合計   2,188,889 14.2 － －  2,279,362 16.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金   4,656 0.0 － －  10,360 0.1

Ⅴ 自己株式   △217,800 △1.4 － －  △217,800 △1.6

資本合計   2,557,745 16.6 － －  2,653,923 19.3

負債及び資本合計 15,432,756 100.0 － － 13,717,768 100.0

 

  

 

 



 

4 

 

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度末の 

要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％)

     

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

 １ 資本金   － － 431,000 3.1  － －

 ２ 資本剰余金     

資本準備金  － 151,000  － 

資本剰余金合計   － － 151,000 1.1  － －

 ３ 利益剰余金     

（1）利益準備金  － 100,000  － 

（2）その他利益剰余金     

別途積立金  － 1,970,000  － 

繰越利益剰余金  － 371,951  － 

利益剰余金合計   － － 2,441,951 17.6  － －

 ４ 自己株式   － － △217,800 △1.6  － －

    株主資本合計   － － 2,806,151 20.2  － －

Ⅱ 評価・換算差額等     

 １ その他有価証券評価差額金   － － 4,112 0.0  － －

 ２ 繰延ヘッジ損益   － － 84,730 0.6  － －

    評価・換算差額等合計   － － 88,842 0.6  － －

    純資産合計   － － 2,894,993 20.8  － －

    負債、純資産合計   － － 13,903,971 100.0  － －
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（2）中間損益計算書 

  

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 

要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(％)
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％)

Ⅰ 売上高   11,966,277 100.0 12,458,087 100.0  23,839,380 100.0

Ⅱ 売上原価   7,317,349 61.1 7,487,217 60.1  14,468,860 60.7

売上総利益   4,648,928 38.9 4,970,869 39.9  9,370,519 39.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費   4,093,062 34.3 4,537,663 36.4  8,363,590 35.1

営業利益   555,865 4.6 433,206 3.5  1,006,929 4.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  48,819 0.5 12,525 0.1  171,240 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２  81,963 0.7 103,477 0.8  147,675 0.6

  経常利益   522,721 4.4 342,253 2.8  1,030,494 4.3

Ⅵ 特別利益 ※３  499,379 4.1 4,984 0.0  623,485 2.6

Ⅶ 特別損失 ※４  3,790 0.0 4,217 0.0  647,016 2.7

税引前中間（当期） 

純利益 
  1,018,310 8.5 343,020 2.8  1,006,963 4.2

法人税、住民税 

及び事業税 
 208,597 83,754  172,703 

法人税等調整額  254,707 463,305 3.9 58,076 141,831 1.2 188,781 361,485 1.5

中間（当期）純利益   555,005 4.6 201,188 1.6  645,478 2.7

前期繰越利益   163,883 －   163,883

中間（当期）未処分利益   718,889 －   809,362
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(3)中間株主資本等変動計算書 
 

当中間会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 
 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資 本 

準備金 

資 本 

剰余金 

合 計 

利 益

準備金
別 途

積立金

繰越利益

剰余金

利 益 

剰余金 

合 計 

自己株式
株主資本

合  計

平成 18 年３月 31 日 残高 

（千円） 
431,000 151,000 151,000 100,000 1,370,000 809,362 2,279,362 △217,800 2,643,562

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当  △27,200 △27,200 △27,200

利益処分による役員賞与  △11,400 △11,400 △11,400

別途積立金の積立  600,000 △600,000 － －

中間純利益  201,188 201,188 201,188

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額 

（純額） 

  

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 600,000 △437,411 162,588 － 162,588

平成 18 年９月 30 日 残高

（千円） 
431,000 151,000 151,000 100,000 1,970,000 371,951 2,441,951 △217,800 2,806,151

 

評価・換算差額等  

その他有価証

券評価差額金 

繰延ヘッジ 

損   益 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計

平成 18 年３月 31 日 残高 

（千円） 
10,360 － 10,360 2,653,923

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当  △27,200

利益処分による役員賞与  △11,400

別途積立金の積立  －

中間純利益  201,188

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額 

（純額） 

△6,248 84,730 78,481 78,481

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△6,248 84,730 78,481 241,070

平成 18 年９月 30 日 残高 

（千円） 
4,112 84,730 88,842 2,894,993
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（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

 前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基

準および評価方法 

 

有価証券 

①満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

有価証券 

①その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

②子会社株式 
   移動平均法による原価法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

２ デリバティブ取引

により生じる正味の

債権（および債務）の

評価基準および評価

方法 

時価法 同左 同左 

３ たな卸資産の評価

基準および評価方法 

(1) 商品 

店舗販売 

売価還元法による原価法 

通信販売 

移動平均法による原価法 

卸 販 売 

移動平均法による原価法 

(2) 貯蔵品 

最終仕入原価法 

(1) 商品 

店舗販売 

同左 

通信販売 

同左 

卸販売 

同左 

(2) 貯蔵品 

同左 

(1) 商品 

店舗販売 

同左 

通信販売 

同左 

卸販売 

同左 

(2) 貯蔵品 

同左 
４ 固定資産の減価償

却の方法 

 

(1) 有形固定資産 

建物 

定額法 

上記以外の有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物    31年～38年 

(2) 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産 

同左 

５ 引当金の計上基準 

 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、賞与支給

見込額のうち当中間会計期間

の負担額を計上しております。

(3) ポイントカード引当金 

販売促進を目的とするポイン

トカード制度に基づき発行され

るお買物券の使用に備えるた

め、当中間会計期間末における

ポイント残高のうち将来のお買

物券使用見積額を計上しており

ます。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 

 

 

(3) ポイントカード引当金 

販売促進を目的とするポイン

トカード制度等に基づき発行さ

れるお買物券の使用に備えるた

め、当中間会計期間末における

ポイント残高等のうち将来のお

買物券使用見積額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支出に備えるため、賞与支

給見込額のうち当期の負担額

を計上しております。 

(3) ポイントカード引当金 

販売促進を目的とするポイン

トカード制度に基づき発行され

るお買物券の使用に備えるた

め、当期末におけるポイント残

高のうち将来のお買物券使用見

積額を計上しております。 
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 前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

 (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務見込額および年金

資産残高に基づき計上しており

ます。 

(4) 退職給付引当金 

同左 
(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務見込額および年金資産残高に

基づき計上しております。 

６ 外貨建の資産また

は負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理してお

ります。 
７ リース取引の処理

方法 

 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 同左 

８ ヘッジ会計の方法 

 

(1) ヘッジ会計の方法  

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。また、為替変動リスク

のヘッジについて振当処理の要

件を充たしている場合には振当

処理を、金利スワップについて

特例処理の条件を充たしている

場合には特例処理を採用してお

ります。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

当中間会計期間にヘッジ会

計を適用したヘッジ手段とヘ

ッジ対象は以下のとおりであ

ります。 

a.通貨関連 

ヘッジ手段 

為替予約等取引 

ヘッジ対象 

外貨建輸入取引に係る

金銭債務 

b.金利関連 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

借入金に係る金利 

(1) ヘッジ会計の方法  

同左 

 

 

 

 

 

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

 

 

a.通貨関連 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

 

b.金利関連 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法  

同左 

 

 

 

 

 

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

当事業年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッジ対象

は以下のとおりであります。 

 

a.通貨関連 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

 

b.金利関連 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

主に当社内規に基づき、為替

変動リスク、金利変動リスクを

軽減するために、ヘッジ対象の

範囲でデリバティブ取引を行っ

ております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動または

キャッシュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段の相場変動または

キャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しておりま

す。 

ただし、ヘッジ手段とヘッジ

対象に関する重要な条件が同一

でありヘッジに高い有効性があ

ると認められる場合や特例処理

によっている金利スワップにつ

いては、有効性の判定を省略し

ております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

９ その他中間財務諸

表（財務諸表）作成

のための基本となる

重要な事項 

 

①収益の計上基準 
カードによるショッピングの分

割払い手数料およびキャッシング

の（営業貸付金に係る）利息の計

上は残債方式に基づく発生基準に

よっております。なお、営業貸付

金に係る未収利息については利息

制限法利率または当社約定利率の

何れか低い方によって計上してお

ります。 

②消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺のうえ流動負債の「そ

の他」に含めて表示しております。

①収益の計上基準 
同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

②消費税等の会計処理 

同左 

①収益の計上基準 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

②消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
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(会計処理の変更) 

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成 14 年８月９日））および「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31 日）を

適用しております。これによる損益に与える

影響はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））および「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成 17 年 12 月９日）および「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成 17 年 12 月９日）を適用しており

ます。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は 2,810,263 千円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

このため従来流動負債の「その他」に含め

て表示しておりました「繰延ヘッジ利益」は、

当中間会計期間より税効果調整後の金額を

「評価・換算差額等」の内訳科目の「繰延ヘ

ッジ損益」として表示しております。 

なお、前中間会計期間の繰延ヘッジ利益に

ついて当中間会計期間と同様の方法によった

場合の金額は 21,274 千円であります。 

 

 

(表示方法の変更) 

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

 

 

 

（貸借対照表） 

前中間会計期間まで流動負債の「その他」に含めて表示しており

ました「未払金」は当中間会計期間において負債、純資産合計の 100

分の５を超えたため区分掲記することといたしました。 

なお、前中間会計期間末の「未払金」は693,359千円であります。
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度末 

(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,869,770千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,372,011千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,309,256千円

※２ このうちには割賦売掛金32,687千円を

含んでおります。なお、割賦売掛金は現

金販売価格による売掛金残高であり、顧

客との契約による未経過割賦手数料部

分（283千円）を含んでおりません。 

※２ このうちには割賦売掛金137,171千円

を含んでおります。なお、割賦売掛金は

現金販売価格による売掛金残高であり、

顧客との契約による未経過割賦手数料

部分（206千円）を含んでおりません。

※２ このうちには割賦売掛金 67,915千円

を含んでおります。なお、割賦売掛金は

現金販売価格による売掛金残高であり

顧客との契約による未経過割賦手数料

部分（216千円）を含んでおりません。

※３ 営業貸付金は消費者ローン（自社ロー

ン）の貸付金残高であり、顧客との契約

による未経過利息部分（96,336千円）を

含んでおりません。 

※３ 営業貸付金は消費者ローン（自社ロー

ン）の貸付金残高であり、顧客との契約

による未経過利息部分（547,802千円）を

含んでおりません。 

※３ 営業貸付金は消費者ローン（自社ロー

ン）の貸付金残高であり、顧客との契約

による未経過利息部分（174,877千円）

を含んでおりません。 

※４ 担保資産および担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

定期預金 666,361千円 

建物 2,993,569千円 

土地 2,800,102 千円 

  計 6,460,033 千円 

   上記は、短期借入金510,000千円、一年

以内返済予定の長期借入金1,020,067千

円および長期借入金4,612,898千円、社債

200,000千円の担保に供しております。 

上記債務の他、金融機関からの借入金

168,450千円に伴う銀行保証が担保権に

よって担保されております。 

※４ 担保資産および担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

建物 2,248,310千円

土地 1,676,526千円

計 3,924,837千円

 

   上記は、一年以内返済予定の長期借入

金 1,751,361 千円および長期借入金

2,932,510千円、社債200,000千円の担保

に供しております。 

上記債務の他、金融機関からの借入金

142,650千円に伴う銀行保証が担保権に

よって担保されております。 

※４ 担保資産および担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

建物 2,285,322千円

土地 1,676,526千円

計 3,961,849千円

 

   上記物件は、短期借入金400,000千円、

一年以内返済予定の長期借入金791,536

千円および長期借入金3,012,814千円、社

債200,000千円の担保に供しております。

上記債務の他、金融機関からの借入金

155,550千円に伴う銀行保証が担保権に

よって担保されております。 

※５ 短期の繰延ヘッジ損失110千円と短期

の繰延ヘッジ利益35,950千円を相殺し、

35,839千円を流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

※５  ※５ 短期の繰延ヘッジ損失64千円と短期

の繰延ヘッジ利益84,216千円を相殺し

84,151千円を流動負債の「その他」に表

示しております。 

６ 偶発債務 

   債務保証 

   子会社の銀行借入に対する保証 

ヒラキ不動産管理有限会社 

2,135,810千円 
 

６ 偶発債務 

債務保証 

子会社の銀行借入に対する保証 

ヒラキ不動産管理有限会社 

3,357,111千円
 

６ 偶発債務 

債務保証 

子会社の銀行借入に対する保証 

ヒラキ不動産管理有限会社 

3,446,373千円
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(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受 取 利 息 365 千円 

為 替 差 益 11,680 千円 

デリバティブ関連利益 21,566 千円 

法人税等還付加算金 6,520 千円 
 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受 取 利 息 82 千円

輸入仕入クレーム代 4,067 千円
 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受 取 利 息 438 千円

為 替 差 益 36,030 千円

デリバティブ関連利益 110,918 千円
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支 払 利 息 78,635千円 
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支 払 利 息 53,886千円

デリバティブ関連損失 32,715千円
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支 払 利 息 141,371千円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

デリバティブ関連利益 488,475千円 

通貨関連のデリバティブ評価益であ

りますが、平成17年11月から12月にかけ

て当該通貨関連のデリバティブ契約を

解約し、当下半期において解約益として

計上されることとなったため、特別利益

として計上したものであります。 

※３  ※３ 特別利益のうち主要なもの 

デリバティブ関連利益 612,581千円
 

※４ ※４ ※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産売却損   624,653千円

 ５ 減価償却実施額 

有 形 固 定 資 産 76,836千円 

無 形 固 定 資 産 6,052千円 
 

 ５ 減価償却実施額 

有 形 固 定 資 産 89,499千円

無 形 固 定 資 産 35,661千円
 

 ５ 減価償却実施額 

有 形 固 定 資 産 170,199千円

無 形 固 定 資 産 24,916千円
 

 

 

  （中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末 

株式数（千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

普通株式（注） 86 602 － 688

合計 86 602 － 688

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 602 千株は、平成 18 年８月１日をもって普通株式１株を８株に分割したもの

によるものであります。 
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(リース取引関係)  

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および中間期末残高相

当額 

 取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額 

相当額 

(千円) 

中間期末 

残高 

相当額 

(千円) 

有形固定 

資産 

「その他」 

412,017 192,037 219,980 

無形固定 

資産 
191,206 101,120 81,086 

合計 603,224 302,157 301,066 
 

１ リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および中間期末残高相

当額 

 取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額 

相当額 

(千円)

中間期末

 残高 

相当額

(千円)

有形固定

資産 

「その他」

438,991 218,176 220,815

無形固定

資産 
155,821 104,624 51,197

合計 594,813 322,800 272,012
 

１ リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および期末残高相当額 

 

 取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額 

相当額 

(千円)

期末残高

相当額

(千円)

有形固定 

資産 

「その他」 

440,369 181,645 258,724

無形固定 

資産 
155,821 89,727 66,093

合計 596,191 271,373 324,818
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 102,087千円 

１年超 211,958千円 

合計 314,045千円 
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 89,164千円

１年超 192,528千円

合計 281,693千円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 106,992千円

１年超 228,894千円

合計 335,886千円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額お

よび支払利息相当額 

支払リース料 59,712千円 

減価償却費相当額 54,204千円 

支払利息相当額 3,827千円 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額お

よび支払利息相当額 

支払リース料 57,011千円

減価償却費相当額 52,208千円

支払利息相当額 3,295千円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額お

よび支払利息相当額 

支払リース料 118,611千円

減価償却費相当額 107,860千円

支払利息相当額 7,141千円
 

(4) 減価償却費相当額および利息相当額

の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 
 

(4) 減価償却費相当額および利息相当額

の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

利息相当額の算定方法 

同左 
 

(4) 減価償却費相当額および利息相当額

の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

利息相当額の算定方法 

同左 

 

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

 

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額                  
4,701円 74銭 

１株当たり純資産額                 
 665円 21銭

１株当たり純資産額                 
 4,857円 58銭

１株当たり中間純利益                
1,004円 25銭 

１株当たり中間純利益               
 46円 23銭

１株当たり当期純利益               
 1,156円 36銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、新株予約権の残高は

ありますが、当社株式は非上場であるた

め期中平均株価が把握できませんので、

記載しておりません。 

同左 

 

 

 

 

（株式分割について） 

当社は、平成18年８月１日付で普通

株式１株を８株の割合で分割する株式

分割を行いました。 

前事業年度の開始の日に当該株式分

割が行われたと仮定した場合における

前中間会計期間および前事業年度に係

る（１株当たり情報）の各数値は、そ

れぞれ以下のとおりであります。 

 前中間 

会計期間 
前事業年度

1株当たり

純資産額
587円72銭 607円20銭

1株当たり

当期純利益
125円53銭 144円55銭

（追加情報） 

「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第４号）が平成18年１月31日付

で改正されたことに伴い、当中間会計

期間から繰延ヘッジ損益（税効果調整

後）の金額を普通株式に係る中間期末

の純資産額に含めております。 

 なお、前事業年度末において採用し

ていた方法により算定した当中間会計

期間末の１株当たり純資産額は645円

74銭であります。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、新株予約権の残

高はありますが、当社株式は非上場で

あるため期中平均株価が把握できませ

んので、記載しておりません。 

(注) １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日）

中間（当期）純利益(千円) 555,005 201,188 645,478 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 11,400 

（うち利益処分による役員賞与金）（千円） （―） （―） （11,400）

普通株式に係る中間（当期）純利益(千円) 555,005 201,188 634,078

普通株式の期中平均株式数(千株) 552 4,352 548
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

 (1)自己株式の処分による株式の売出し 

当社は平成18年11月14日に株式会社

東京証券取引所に上場いたしました。上

場にあたり、平成18年10月10日および平

成18年10月24日開催の取締役会の決議に

基づき、次のとおり自己株式の処分によ

る株式の売出しを実施しております。 

自己株式の処分の概要 

①募集株式数 
当社普通株式    688,000株 

②処分方法 

売出価格での一般向け売出しとし、

野村證券株式会社、日興シティグルー

プ証券株式会社、大和証券エスエムビ

ーシー株式会社、新光証券株式会社、

みずほインベスターズ証券株式会社、

SMBCフレンド証券株式会社、三菱

UFJ証券株式会社、コスモ証券株式会

社、髙木証券株式会社、マネックス証

券株式会社、楽天証券株式会社に全株

式を引受価額にて買取引受させます。

③引受価額 
１株につき      1,739円 

④申込期間 

平成18年11月６日(月曜日)から平成

18年11月９日(木曜日)  

⑤申込株数単位 

100株 

⑥売出価格 

１株につき      1,870円 

⑦払込期日 

平成18年11月13日(月曜日) 

⑧自己株式の処分による手取金の使途

200,000千円を社債の償還に、残額に

つきましては運転資金に充当する予定

であります。 

 

(2)当社は平成18年10月10日および平成

18年10月24日開催の取締役会決議によ

り、オーバーアロットメントによる当社

株式の売出しに関連する第三者割当増

資（以下「本件第三者割当増資」という。）

を行うことになりました。ただし、シン

ジケートカバー取引が行われる場合買

付けた株式の全部または一部を借入株

式の返却に充当する場合があります。そ

のため、本件第三者割当増資における発

行数の全部または一部につき申し込み

が行われず、その結果、失権により本件

第三者割当増資における最終的な発行

数がその限度で減少し、または発行その

ものが全く行われない場合があります。

当社は、平成18年６月７日開催の取締役

会決議に基づき、次のとおり株式分割によ

る新株式の発行を行いました。 

１．平成 18 年８月１日をもって普通株式１

株を８株に分割いたしました。 

(1) 分割により増加する株式数 

普通株式   4,410,000 株 

(2) 分割方法 

平成 18 年６月 23 日最終の株主名簿に

記載または記録された株主の所有株式数

を１株につき８株の割合をもって分割い

たしました。 

２．配当起算日 

平成 18 年４月１日 

当該株式分割が前期首に行われたと仮

定した場合の前事業年度における１株当

たり情報および当期首に行われたと仮定

した場合の当事業年度における１株当た

り情報は、それぞれ次のようになります。

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

468円40銭 607円20銭

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益

30 円 90 銭 144 円 55 銭

なお、潜在株式

調整後１株当たり

当期純利益につい

ては、新株予約権

の残高はあります

が、当社株式は非

上場であり、期中

平均株価が把握で

きませんので、記

載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式

調整後１株当たり

当期純利益につい

ては、新株予約権

の残高はあります

が、当社株式は非

上場であり、期中

平均株価が把握で

きませんので、記

載しておりませ

ん。 
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前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

 なお、本件第三者割当増資の新株式発

行条件は以下のとおりです。 

 

(1) 発行新株式数 普通株式 90,000株

(2) 割当先および

株式数 

野村證券株式会社

     90,000株

(3) 割当価格 １株につき1,739円

(4) 資本組入額 １株につき870円

(5) 資金の使途

全額を運転資金に充当する予定で

あります。 

（6）払込期日 平成18年12月12日 

 

 


